
三井住友ファイナンス＆リース株式会社
第58回無担保社債

（社債間限定同順位特約付）

発行額：270億円　期間：5年
利率（仮条件）：年2.450～3.450％（税引前）

取扱金融商品取引業者

取扱証券会社
（金融商品取引業者） 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業協会

一般社団法人
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取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会
一般社団法人
日本STO協会

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 関東財務局長（金商）第2251号 〇 〇 〇 〇 〇
大 和 証 券 株 式 会 社 関東財務局長（金商）第108号 〇 〇 〇 〇 〇
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 関東財務局長（金商）第44号 〇 〇 〇 〇 〇
野 村 證 券 株 式 会 社 関東財務局長（金商）第142号 〇 〇 〇 〇 〇
み ず ほ 証 券 株 式 会 社 関東財務局長（金商）第94号 〇 〇 〇 〇 〇
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 関東財務局長（金商）第2336号 〇 〇 〇 〇 〇

ご投資にあたっての注意事項（主なリスク等）
◦ 本社債をご購入いただく場合は、購入対価のみお支払いいただきます。
◦ 販売額に限りがございますので、売切れの際はご容赦ください。
◦ 本社債の価格は、金利の変動等により上下しますので、償還前に売却する場合には損失が生じるおそれがあります。
◦ 発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じることがあります。
◦ �お申込にあたっては、上記の取扱証券会社にて目論見書および契約締結前交付書面をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご判断ください。
◦ 最終的に決定する利率は仮条件の範囲外となる可能性があります。
◦ �個人のお客さまの場合、利子、譲渡益および償還益は申告分離課税の対象となります。また、利子、譲渡損益および償還損益は、上場株

式等の利子、配当および譲渡損益等との損益通算が可能です。詳細は専門の税理士等にご相談ください。

発 行 価 格 各社債の金額100円につき100円

申 込 単 位 100万円単位

条 件 決 定 日 2026年10月23日（金）

申 込 期 間 2026年10月26日（月）～2026年11月4日（水）

払 込 日 2026年11月5日（木）

利 払 日 年2回（5月5日 , 11月5日） ※銀行休業日の場合は前銀行営業日

償 還 日 2031年11月5日（水）

取 得 格 付 AA（R&I）, AA（JCR） ※取得予定

※  画像はイメージとして掲載



航空機リース事業、航空機エ
ンジンリース事業、ヘリコプ
ターリース事業、船舶のリー
ス・ファイナンスサービス、
定期用船事業、コンテナリー
ス事業、海外における現地企
業向け、日系企業向けのリー
ス・ファイナンスサービス
等を行っています。

グローバルビジネス事業

商業施設やオフィスビル、物
流倉庫など不動産を対象とし
たリース・ファイナンスサービ
ス、不動産賃貸事業、不動産
開発事業、不動産アセットマネ
ジメント事業等を行っています。

不動産事業

省エネ設備や再エネ発電設備
を対象としたリース・ファイ
ナンスサービス、発電事業、
系統用蓄電池事業、サーキュ
ラーエコノミー関連事業等を
行っています。

地球環境事業

国内外における投融資事業、
半導体製造装置等各種電子デ
バイス設備を対象とした各種
サービス提供および売買・保
守事業等を行っています。

投融資事業

国内の大企業や中堅・中小企
業向け機械設備等各種物品の
リース・ファイナンスサービス、
レンタル等を行っています。

ホールセール事業

連結財務データ

三井住友ファイナンス＆リースの概要（2026年3月期）

三井住友ファイナンス＆リースの主な事業

※注  発行体開示資料に基づき作成
※注  画像はイメージとして掲載

売上総利益 3,983億円

経常利益 1,896億円

親会社株主に帰属する
当期純利益 1,201億円

営業資産 9兆1,747億円

純資産 1兆5,948億円

自己資本比率 11.1％

株主構成

50％ 50％


